
噴火時等の対応事例

資料３

この資料は、避難に関する検討を行うための参考資料とし
て、最近の噴火時等における防災対応の幾つかの特徴的な
事例を例示的に記載したものである。



○十勝岳 －1988年の噴火－

主な噴火に係る経緯年月日時分

泥流危険区域、避難場所等を掲載した「びえい町緊急防災避難図」
を作成し、全戸配布
小規模噴火
臨時火山情報第4号「小規模な噴火」
美瑛町：臨時火山情報を印刷して白金温泉の各戸に配布
小規模噴火、火砕サージ、小規模泥流
臨時火山情報第10号「泥流が避難小屋まで達する」
美瑛町：白金温泉に避難準備に関する情報(12.19一部のホテルで
は観光客を帰した）（町は白金温泉に向かうバス8台を用意）
連続的な噴火、泥流
臨時火山情報第15号「噴火、泥流警戒」
美瑛町：白金温泉地区に避難命令（消防のサイレン吹鳴）
白金温泉地区全員が避難完了

1988 9月

12.16 5:24
11:20 
15:00

12.19 21:48
22:50
22:58

12.24 22:12
22:25
22:34
22:55

1987 美瑛町：町の防災計画に十勝岳防災対策を追加。

1988.12.24 
泥流流下地点

白金温泉 泥流流下速度：時速約60km（1926年の
大規模泥流）

びえいちょう

美瑛町

1988年泥流流下地点および想定による泥流危険区域

出典：「美瑛町緊急防災避難図 2002」
「88-89 十勝岳噴火災害対策の概況(北海道総務部,1991)」

1988年９月にハザードマップを整備することにより、避難地域と避難先を明確にし、ま
た情報伝達体制を整えた。
その年の12月の噴火時には、美瑛町は、気象庁の「泥流警戒」の情報発表の９分後
に避難命令を出し、避難準備も整っていたことから、その21分後には161人の避難が完
了した。

仮に大規模泥流が発生した時には、5,6分後には白金地区に泥流が到達することから、
このように小規模泥流が発生した早い時点からの事前の情報発表や避難が必要。
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○有珠山 －2000年の噴火－

緊急火山情報第1号「今後、数日以内に噴火が発生する可能
性が高い」
そうべつちょう

壮瞥町避難勧告
あぶたちょう

旧虻田町、伊達市避難勧告
壮瞥町、旧虻田町、伊達市避難指示
緊急火山情報第2号「地殻変動を観測」

緊急火山情報第3号「小有珠に亀裂、洞爺湖温泉の断層群発
達」
有珠山噴火

3.29 11:10

13:10

13:30
18:30

3.30 13:20
3.31 11:50

3.31 13:08

年月日時分 噴火までの緊急火山情報と避難勧告・指示の状況

出典：「平成12年有珠山噴火非常災害対策本部・現地対策本部対策活動の記録（内閣府政策
統括官（防災担当）,2002）」
「2000年有珠山噴火における災害情報の伝達と住民の対応（東京大学社会情報研究所
2002）」
「気象庁からの聞き取り」 など

有珠山では噴火が繰り返し発生しており、ハザードマップが整備され、住民に対する
噴火時の避難の啓発活動も行われていた。
有珠山は激しい地震活動を伴い噴火する火山であることから、噴火の事前予知に成
功した。

しかし、29日の緊急火山情報第１号の発表を受け避難指示が出されていたにもかか
わらず、避難していない観光客がいた。翌30日緊急火山情報第２号により、報道機関
等から再度危険な状態であることの周知徹底が図られ、残っていた観光客も避難した。
避難周知には報道機関との連携が重要。

前兆現象の発生時点から、国、道、市町及び火山専門家などで構成される「有珠山
現地連絡調整会議」が設置され、火山現象などの情報の共有が行われ、避難地域や
避難手段などの意志決定が迅速に行われた。
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一時帰宅の実施
①壮瞥温泉地区：住居の状況確認・貴重品の持ち出し
②昭和新山地区：住居の状況確認・貴重品の持ち出し
③有珠地区：農作業（メロン管理）
④虻田漁港：ホタテ養殖作業

自衛隊による安全体制

○有珠山 －2000年の噴火－

洞爺湖

あぶた

旧虻田町 ①

出典：「平成12年有珠山噴火非常災害対策本部・現地対策本部対策活動の記録（内
閣府政策統括官（防災担当）,2002）」

出典：「写真 社会安全研究所」

豊浦町

伊達市

N火口群

K火口群

②

③

④

そうべつ

壮瞥町

洞爺湖

避難生活の継続に伴い、住居の状況確認及び貴重品持ち出しのための一時帰宅や
養殖ホタテ管理作業などのための立入の要望が高まった。これを受け、ヘリコプター等
を活用した火山活動の厳重な監視のもと、自衛隊や警察等による厳重な警戒・安全体
制を確保し、避難指示の対象区域への一時帰宅や作業のための立入を実施した。
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七飯町
鹿部町

旧砂原町

内浦湾

森町

（1929年 駒ケ岳噴火による火砕流の到達範囲と降灰の範囲）

○北海道駒ケ岳 －1929年噴火－

1929年の噴火の推移
6月17日
00：30 小噴火発生

09：53 大噴火発生．噴石降下

12：00 鹿部町で噴石20cm以上
堆積

14：30 火砕流が山麓まで流下

一部は海岸まで到達

21：00 鹿部町で多数の家屋が倒

壊し始める（23時頃まで）
6月18日
00：00 噴火活動が急激に減衰

03：00 降灰終息

降灰10cm

降灰1m

至 八雲

至

函
館

至 八雲

避難方向

鹿部町の主な被害
死者：2名
負傷者：4名
全焼・全壊家屋：335棟
半焼・半壊・半埋没：515棟

七飯町の主な被害
全焼・全壊家屋：30棟

出典：「北海道駒ケ岳噴火史（北海道森町,2003)」
「駒ケ岳火山噴火町相互間地域防災計画(駒ケ
岳火山防災会議協議会,2004)」

1929年の最初の小噴火から9時間後に発生した大噴火で、激しい噴石などにより犠牲
者が発生した。このことを教訓に 1983年、周辺5市町村で全国初の火山防災マップを
整備し、全戸に配布するとともに、その後も、随時噴火に備えた活動を行っている。
さらに1929年の大噴火を基に噴火シナリオを作成し、火山情報に対応した避難のタイ
ミングと避難範囲を定めた地域防災計画を作成している。

４

大噴火を受
け、函館方
面へ避難

大噴火を受け、森・
八雲方面へ避難

14：30
火砕流が山麓まで流下。
一部は海岸まで到達。



○岩手山 -1998年-

出典：「1998年岩手山噴火危機対応の記録（国土交通省東北地方整備局岩手河
川国道事務所・岩手県，2005）」

入山規制解除にあたっては、今後の不測の噴火に備え、登山道の付け替え、警
報装置の整備、注意啓発看板の設置など、入山者の安全を可能な限り確保する対
策を行っている。

火山現象の異常発生当初、周辺の自治体には火山災害に関する防災計画がな
かったことから混乱が見られた。その後、急遽専門家を交えた検討を行い、短期
間での集中的な検討により、防災マップが作成された。
また、観測体制の強化を図るほか、岩手工事事務所、盛岡地方気象台、盛岡森

林管理署、岩手県、地元市町村などの情報を共有するための火山防災ネットワー
クが整備された。
結果として噴火はなかったが、防災マップに基づき入山規制が適切に行われた。

５

1998年 3月17日 火山観測情報第1号（傾斜計・ゆがみ計に変化観測）

4月29日 臨時火山情報第1号（地震285回/日）

5月14日

「岩手山火山活動対策検討会（専門家中心）」と「岩手
山の火山活動に関する関係市町村等連絡会議（行政機関
中心）」が設置され、防災対策・火山防災マップ作成の
協議がはじめられた

6月24日
臨時火山情報第2号
「今後さらに火山活動が活発化すれば噴火の可能性も」

7月1日 全山で入山禁止措置

7月10日
臨時火山情報第3号発表
振幅の大きな火山性微動を観測

7月22日

「岩手県災害対策検討委員会」（以下災害対策検討委）
により「岩手山火山防災マップ～西側で水蒸気爆発が起
きた場合」が公表され、周辺6市町村に全世帯配布、公
民館等で説明会が開催された

10月9日
東側のマグマ噴火も想定した「岩手山火山防災マップ」
を公表。周辺6市町村全世帯と小・中学校のクラス・高
校の全生徒にも配布された

1999年 6月8日
災害対策検討委により噴火から48時間の間に必要な対策
をまとめた「緊急対策ガイドライン」が公表された

11月12日 臨時火山情報第4号（振幅大きな微動）

2000年 3月23日
災害対策検討委により活動活発期、避難期、避難生活
期、生活復興期までの中長期対策について総合的な「岩
手山火山防災ガイドライン」が公表された

11月7日
表面活動の目立たない東岩手山の入山規制緩和の要望を
受け、規制緩和措置に向けた調査、警報装置の設置、登
山者への啓発などの取り組みが図られた

2001年 7月1日
東側の入山規制緩和　～10月（2002、3年も同等以上の
安全体制を確保し、同時期に入山規制が緩和された

2004年 10月15日
噴火予知連絡会で「水蒸気爆発の可能性」の文言が削除
された

10月16日
15日の予知連発表を受け、第22回「岩手山の火山活動に
関する検討会」で西側登山道等の安全対策が提言された

2003年
西側登山道における地温調査、有毒ガス濃度調査などの
安全対策が実施された

2004年 7月1日 西側を含む全山入山規制解除

1998年～2004年までの岩手山前兆現象に対する防災活動の経過

約70日間

対策、マップの
作成協議が始まる

マップが公表
配布、説明会が
行われる

各機関の役割を
明記したガイドラ
インの整備

登山道の規制緩
和の準備

東側登山道の規
制緩和開始

登山道の規制緩
和の準備

全山入山規制の
解除



16:15 割れ目噴火開始
16:30 火山活動情報第2号「三原山の

北東カルデラに割れ目」

17:00 東京都を通じて海上自衛隊、海

上保安庁、東海汽船に船艇の出

動待機要請

17:22 町役場に合同対策本部設置

17:46 外輪山外側で噴火

18:00 外輪山から溶岩流出
18:05 火山活動情報第4号「元町に溶

岩流流れる恐れ」

18:30 溶岩、元町方向に流れ出す
18:46 元町に避難命令、海上自衛隊・

海上保安庁などに船舶の出動
要請

19:02 島外避難の第1陣元町出港

20:08 溶岩流の状況を受け、対策本部
が元町港から波浮港へ避難者
の移動を決定

22:15 波浮近くの道路に亀裂があるこ
とを確認

22:22 波浮港からは脱出困難（波が

い・大型船接岸不可能）なため

再度避難者を元町へ
22:50 全島民島外避難指示
02:00 噴火ほぼおさまる

05:55 住民避難完了

○伊豆大島 －1986年の噴火－

出典：「昭和61年伊豆大島噴火災害活動誌（東京都,1988）」
「伊豆大島噴火災害支援活動概況（東京消防庁,1987)」
「全島避難せよ（NHK取材班,1987）」 など

194人

1350人

8584人

280人

元町

波浮

溶岩流が元町方向へ向かっていることから波浮港への避難の指示が出されたが、波
浮港に大型船が入港できないこと、島南東部で亀裂が確認され、南東部での噴火の可
能性もあることなどから、元町へ向かうように指示が出された。しかし、現場の職員へ
の情報伝達が徹底せず、現場職員による「波浮へ行け」「元町へ行け」の情報の錯綜
のため、避難者が混乱した。

噴火発生当初、情報共有の体制は整ってない状態にあった。しかし、火山噴火予知
連絡会の下鶴会長等火山専門家が火山の観測・調査等で来島しており、火山現象に
ついての情報が下鶴会長の下に一元化された。町長に対する火山噴火の危険性につ
いてのアドバイスが適切に行われ、迅速な避難指示の決定につながった。

島外避難に備え、事前に海上自衛隊、海上保安庁、東海汽船の船艇の待機を要請
するなど全島民の救出体制を敷いていたことから、全島民約１万１千人の島外避難が
極めて短時間で行われた。このことが円滑に行われたことは、天候に恵まれたことも大
きな要因のひとつである。

６

主な噴火の経緯とその時刻(1986.11.21～22)
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小諸市

み よ た
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軽井沢町

長野原町つまごい

嬬恋村

NN

長 野 県

群 馬 県

○浅間山 －2004年の噴火－

広報の重複地帯

別荘地
（嬬恋村・長野原町）

別荘地（軽井沢）

国道１４６号線交通規制地点（群馬
県側）２００４年９月１日２１時～２日
２１時

国道１４６号線交通規制地点
（長野県側）２００４年９月１日２１時
～２日２１時

出典：「現地機関ヒアリング調査による（2005）」

「浅間山火山防災対策マニュアル（小諸
市、2004）」

火口から4ｋｍ
（火山活動度レベ
ル３で登山規制）

群馬・長野両県の警察と道路管理者との間で、交通規制に係る情報が共有され
ていなかったため、規制時間等について齟齬が生じるなどの混乱が生じた。

噴火前より、火山活動度レベルに対応した登山規制の計画が作成されていたた
め、噴火直後の情報発表に対応し、速やかな対応がとられた。しかし、より大き
な噴火に対する具体的な計画はなく、早急な検討が必要。

軽井沢町では、別荘地付近など防災無線の音声が聞き取りにくい地域があり、
住民へ噴火の情報が伝わっていなかった。
別荘地では別荘地住民からの要望により平時においては防災行政無線が使われ

ておらず、防災行政無線が聞こえるか否かの点検が行われていなかった。防災行
政無線を緊急時において確実に運用するためには、平時からの利用が重要である。

長野原町では「屋内待機」、嬬恋村では「避難準備」との広報がされたが、両
町村の境界付近の住民はこれら異なった情報が防災無線から聞こえたため、いず
れの行動をとるべきか混乱した。

嬬恋村では、避難準備の広報を受け、別荘地の住民が一部自主避難をしたが、
避難所の開設などの受入体制がとられていなかった。

７

4km



○雲仙岳 －1991年の噴火－

出典：「雲仙・普賢岳噴火災害を体験して（NPO島原普賢会,2000) 」
出典：「雲仙・普賢岳噴火災害誌（長崎県,1998）」 など

火砕流対策として設定されていた避難勧告の対象区域内で撮影をしていた報道関係
者及び報道関係者の警戒にあたっていた警察・消防関係者などが、6月3日の規模の
大きな火砕流に被災した。
火砕流が発生した場合、広範な地域が短時間で被災してしまうことから、火砕流の危
険性の周知徹底とともに、徹底した立入規制を行うことが必要である。

８

大火砕流発生前の6月1日からの避難勧告の対象区域
大火砕流発生後の６月３日に追加された避難勧告の対
象区域

警戒区域（平成３年６月７日から実施）

（00：40）臨時火山情報第45号「火砕流が連続発生」
（21：30）臨時火山情報第46号「火砕流と思われる震動回数」

6.2

島原市に警戒区域を設定（発表）（16：45）臨時火山情報第57号「今後も大規模な火砕流による被
害発生の恐れ・・・」

6.6

島原市災害対策本部は報道機関に対し退去を要請（16：05）臨時火山情報第41号「火砕流の多発」5.29

（16：00）臨時火山情報第43号「火砕流と思われる震動回数」5.30

（16：08）規模の大きな火砕流。死者40名、行方不明者3名、負傷
者9名、建物被害179棟（情報）

6.3

火砕流の危険に対する初めての避難勧告実施（13：30）火山活動情報第１号「火砕流に対して厳重な警戒を」
（13：59）火砕流発生。負傷者１名（初めての人的被害）
島原市内に大量の降灰
（16：00）火山噴火予知連絡会会長コメント「火砕流・土石流の発
生には厳重な警戒を」

5.26

（17：30）火山噴火予知連絡会統一見解「・・・今後も溶岩噴出、火
砕流、土石流に厳重に警戒が必要」

（時間）主な火山活動の状況と火山情報

深江町（島原市の南隣）に警戒区域を設定6.7

5.31

避難状況などの主な対応月日

報道機関は、火砕流の流下状況がよく見
える北上木場地区の「定点」といわれた場
所（避難勧告区域内）で、連日取材を続け
ていた。
6月3日16時08分、「定点」がこれまでにな
い大規模な火砕流に被災。



○阿蘇山 －1979年の噴火など－

出典：「阿蘇火山噴火災害危険区域予測図（1995）」
「阿蘇山火山防災計画（阿蘇火山防災会議協議会,2006）」

火口付近に住民はいないものの、火口見物のため多数の観光客が訪れている火山で
ある。このため、1979年には火口から1km付近で、噴石の落下により観光客の犠牲者が
発生している。このことも踏まえて、噴石などの危険区域や避難場所を記載した防災マッ
プと、阿蘇山上の緊急時の避難方向や退避壕（シェルター）を記載した避難計画図が整
備されている。

過去に火山ガスによる死者が何度も発生していたことから、火口縁の各所にセンサー
を配置し、 風向きとガス濃度に応じた立入規制が行われている。
特に、喘息、気管支及び心臓疾患の人は低濃度の二酸化硫黄ガスでも生命の危険性
が高いことから、チラシやアナウンスで火口見学禁止を周知している。

９

阿蘇山上避難計画図 （1995年阿蘇火山噴火災害危険区域予測図より）


